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１．地域医療構想調整会議における検討状況等調査
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〈基本的な考え方〉

○ 今後、各都道府県において第８次医療計画（2024年度～2029年度）の策定作業が2023年度まで
かけて進められる際には、各地域で記載事項追加（新興感染症等対応）等に向けた検討や病床の
機能分化・連携に関する議論等を行っていただく必要があるため、その作業と併せて、2022年度
及び2023年度において、地域医療構想に係る民間医療機関も含めた各医療機関の対応方針の策定
や検証・見直しを行う。

・ その際、各都道府県においては、今回の新型コロナウイルス感染症の感染拡大により病床の
機能分化・連携等の重要性が改めて認識されたことを十分に考慮する。

・ また、2024年度より医師の時間外労働の上限規制が適用され、2035年度末に暫定特例水準を
解消することとされており、各医療機関において上限規制を遵守しながら、同時に地域の医療
提供体制の維持・確保を行うためには、医療機関内の取組に加え、各構想区域における地域医
療構想の実現に向けた病床機能の分化・連携の取組など、地域全体での質が高く効率的で持続
可能な医療提供体制の確保を図る取組を進めることが重要であることに十分留意する。

○ なお、地域医療構想の推進の取組は、病床の削減や統廃合ありきではなく、各都道府県が、地
域の実情を踏まえ、主体的に取組を進めるものである。

「地域医療構想の進め方について」（令和4年3月24日 厚生労働省医政局長通知）

第１回新たな地域医療構想等に関する検討会
令 和 ６ 年 ３ 月 ２ ９ 日

資料２
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PDCAサイクル等による地域医療構想の推進について

第三 医療提供体制の確保に係る目標に関する事項
二 目標設定に関する国と都道府県の役割
３ 地域医療構想に係る目標設定

都道府県は、将来における地域の医療提供体制の確保のため、地域医療構想（法第三十条の四第二項第七号に規定する将来の医療提供体制に関
する構想をいう。以下同じ。）の実現に向けた取組を着実に進めることが重要であることから、診療に関する学識経験者の団体その他の医療関係者、
医療保険者その他の関係者（第六及び第七において「関係者」という。）との協議の場（以下「地域医療構想調整会議」という。）における協議の
結果を踏まえ、当該構想区域（同号に規定する区域をいう。第五の一において同じ。）において担うべき医療機関としての役割及び当該医療機関が
有するべき医療機能ごとの病床数を含む今後の対応方針（以下「対応方針」という。）の策定率等の目標について、毎年度、当該目標の達成状況の
分析及び評価等を行うものとする。

第五 地域医療構想に関する基本的な事項
二 地域医療構想に関する国と都道府県の役割

都道府県は、策定した地域医療構想の達成に向けた取組を進めるに当たって、構想区域等（法第三十条の十四第一項に規定する構想区域等をい
う。第六及び第七において同じ。）ごとに、地域医療構想調整会議を設け、当該会議での議論を通じて、地域における病床の機能の分化及び連携並
びに在宅医療を推進していくことが必要である。これらの推進に当たり、都道府県は、地域医療構想調整会議における協議の実施状況を公表するも
のとする。

国は、必要な情報の整備や都道府県職員等に対する研修のほか、都道府県におけるデータの活用や医療介護総合確保法に基づく地域医療介護総
合確保基金の活用に係る支援など、都道府県の地域医療構想の達成に向けた取組の支援を行うものとする。

第六 地域における病床の機能の分化及び連携並びに医療を受ける者に対する病床の機能に関する情報の提供の推進に関する基本的な事項
一 地域における病床の機能の分化及び連携の基本的考え方

地域における病床の機能の分化及び連携については、地域の医療機関の自主的な取組及び医療機関相互の協議により推進していくことが前提と
なる。このため、都道府県は、法第三十条の十三第一項の規定による報告（以下「病床機能報告」という。）の結果等により毎年度進捗を把握し、
公表するとともに、構想区域等ごとに設置する地域医療構想調整会議において、関係者との連携を図りつつ、必要な事項について協議を行うことが
必要である。その際、構想区域等における将来の医療提供体制を構築していくための方向性を共有するため、医療機関の役割を明確化することや将
来的に病床機能の転換を予定している医療機関の役割を確認すること等が必要である。あわせて、地域医療構想調整会議における協議の結果を踏ま
えた対応方針の策定率を公表することとする。また、都道府県は、法第七十条の五第一項に規定する地域医療連携推進法人の認定、地域医療介護総
合確保基金の活用等により、医療機関の自主的な機能分化及び連携に向けた取組を支援することが必要である。

さらに、都道府県は、地域医療構想調整会議における協議の実施状況や対応方針の策定率等を踏まえ、将来の病床数の必要量と病床機能報告に
より報告を受けた病床数に著しく差が生じている場合には、その要因について、当該構想区域等における医療提供体制を踏まえて分析及び評価を行
い、その結果を公表するとともに、必要な対応について検討することとする。

国は、都道府県の地域医療構想の達成に向けた取組を支援するとともに、地域における病床の機能の分化及び連携を更に実効性あるものとする
ため、病床機能報告の在り方を検討して見直しを行い、地域の医療需要に円滑に対応できる人員配置等を調えることの検討を進めるものとする。

（医療提供体制の確保に関する基本方針（平成19年厚生労働省告示第70号） 令和５年３月 3 1日一部改正）

第１回新たな地域医療構想等に関する検討会
令 和 ６ 年 ３ 月 ２ ９ 日

資料２
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PDCAサイクル等による地域医療構想の推進について
～地域医療構想の進め方について（令和５年３月31日付け医政地発0331第１号厚生労働省医政局地域医療計画課長通知）のポイント～

「第８次医療計画等に関する意見のとりまとめ」（令和４年12月28日）等を踏まえ、都道府県において、毎年度、対応方針の策定率等を目
標としたPDCAサイクルを通じて地域医療構想を推進することとする。

（１）年度目標の設定

✓ 毎年度、構想区域ごとに立てる地域医療構想の推進に係る目

標については、以下のとおり設定する。

・ 各医療機関の対応方針の策定率が100％未満の場合には、対応方
針の策定率

※2022年度・2023年度において各医療機関の対応方針の策定や検証・見直しを
行うこととされていることに留意。

・ 既に100％に達している場合等には、合意した対応方針の実施率

✓ 対応方針の策定の前提として、病床機能報告の報告率が100％

でない場合には、未報告医療機関に対し、報告を求める。

（２）地域医療構想の進捗状況の検証

✓ 病床機能報告上の病床数と将来の病床の必要量について、デー

タの特性だけでは説明できない差異（ ※ ）が生じている構想区

域において、地域医療構想調整会議で要因の分析・評価を実施。

※病床機能報告が病棟単位であることに起因する差異や、地域の実情に応じた定量的

基準の導入により説明できる差異を除いたもの。

✓ 人員・施設整備等の事情で、2025年までに医療機能の再編の取

組が完了しない場合には、完了できない事情やその後の見通し

について具体的な説明を求める。

（３）検証を踏まえて行う必要な対応

✓ 非稼働病棟等について、以下の通り対応する。

・ 病床機能報告から把握した非稼働病棟については、非稼働の理由及び当該病棟の今後の運用見通しに関する計画につい

て、地域医療構想調整会議での説明を求める。その際、当該病棟の再稼働の見込みについては、医療従事者の確保の具体

的な見込み等も含めて詳細な説明を求め、十分議論する。また、病床過剰地域においては、医療法に基づく非稼働病床の

削減命令・要請等を行う。

・ 病棟単位では非稼働となっていないが、非稼働となっている病床数や病床稼働率の著しく低い病棟についても把握し、

その影響に留意する。

✓ 非稼働病棟等への対応のみでは不十分である場合には、構想区域全体の2025年の医療提供体制について改めて協

議を実施し、構想区域の課題を解決するための年度ごとの工程表（KPIを含む。）を策定・公表。

✓ その他、地域医療構想調整会議の意見を踏まえ、必要な対応を行うこと。

進捗状況の

検証

必要な対応

目標設定

第１回新たな地域医療構想等に関する検討会
令 和 ６ 年 ３ 月 ２ ９ 日

資料２
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【調査概要】地域医療構想調整会議における検討状況等の確認

地域医療構想に関し、令和４年３月24日の通知により医療機関における対応方針の策定や検

証・見直しを行うこと、また、令和５年３月31日の改正告示・通知により構想区域ごとに対応方

針の策定率等を目標としたPDCAサイクルを通じて地域医療構想を推進することを求めており、こ

れらの状況等について確認を行うもの。

（１）確認目的

令和６年３月末時点 （確認期間：令和６年２月19日から同年３月19日）

（２）確認時点

各都道府県の地域医療構想の担当部局宛に確認票を送付。

（３）確認方法

・各医療機関の対応方針の策定や検証・見直しの状況

・再検証対象医療機関に係る対応方針の検証状況

・地域医療構想調整会議（都道府県単位及び構想区域単位）の開催状況

・構想区域毎の目標設定、医療機関対応方針の策定率・実施率 等

（４）主な確認項目
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8

地域医療構想の推進に係る年度目標の設定状況

○ 令和５年度において、各構想区域で地域医療構想の推進に係る目標は、全構想区域のうち312区域(+72区域) で設
定しており、そのうち、対応方針の策定率を目標としている構想区域は209区域(+26区域) 、対応方針の実施率を目
標としている構想区域は53区域(+30区域) 、その他の目標を設定している構想区域は50区域(+18区域) であった。

○ 目標を設定していない主な理由としては、｢医療機関個々の実情を踏まえて進める必要があり、目標設定は困難｣
｢地域の具体的な課題を設定できていないため｣といった理由があった。

医政局地域医療計画課調べ（一部精査中）

各構想区域の目標の設定状況（令和６年３月末時点） 設定している目標について

目標を設定していない主な理由

※重点課題の設定、2025年に必要な
回復期病床の割合、病床数の必要量

※ 構想区域の総数は339であるが、一部の区域において地域医療構想調整会議を複数設置しているため、本調査における母数は341となっている。

– 病床機能の転換や病床削減等は、医療機関の経営にも関する
ことであり、個々の実情を踏まえながら進める必要があるこ
とから、目標を設定することは困難。

– 地域の具体的な課題を設定できていないため。

– 地域医療構想の推進はあくまでも地域の自主的な取組が基本
であるため。

N=341

各構想区域の目標の設定状況
（令和５年９月末時点）

※括弧書きは令和５年９月末時点からの増減

N=341



地域医療構想調整会議で合意した医療機関の対応方針の策定率

○ 令和５年度までに医療機関の対応方針の策定率が100％となった構想区域は、246区域（+146区域）となっている。
○ 対応方針の策定率を100％にできない主な理由としては、 「対応方針の策定依頼や督促を行っても策定しない医療

機関があるため」、「業務状況等により、医療機関において、対応方針の策定に向けた検討が進められていないた
め」といった理由があった。

医政局地域医療計画課調べ（一部精査中）

対応方針の策定率を100％にできない主な理由

– 都道府県から医療機関に対して、 対応方針の策定
依頼や催促を行っても、策定しない医療機関がある
ため。

– 業務状況等により、医療機関において、対応方針の
策定に向けた検討が進められていないため。

– 有床診療所の病床機能報告の報告率が100％に達し
ていないため。

– 地域で目指すべき方向性を整理した上で協議するこ
ととしている中、この方向性が定まっていないため。

医療機関の対応方針の策定率（令和６年３月末時点）

※ 構想区域の総数は339であるが、一部の区域において地域医療構想調整会議を複数設置しているため、本調査における母数は341となっている。

N=341

対応方針の策定率
（令和５年９月末時点）

※括弧書きは令和５年９月末時点からの増減

N=341
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地域医療構想調整会議における医療機関の対応方針の検討状況（令和６年３月末時点）

医政局地域医療計画課調べ（一部精査中）

※ 再検証対象医療機関の「対象外」には既に病床を有さなくなった医療機関も含まれるため一律に全医療機関の合計に計上していない。
※ 公立病院：新公立病院改革プラン策定対象となる開設者（都道府県、市町村、地方独立行政法人）が設置する病院

公的病院等：公的医療機関等2025プラン策定対象となる開設者（独立行政法人国立病院機構、独立行政法人労働者健康安全機構、独立行政法人地域医療機能推進機構、
日本赤十字社、社会福祉法人恩賜財団済生会、社会福祉法人北海道社会事業協会、厚生農業協同組合連合会、国民健康保険団体連合会、
健康保険組合及びその連合会、共済組合及びその連合会及び国民健康保険組合）が設置する病院又は特定機能病院・地域医療支援病院

その他の民間病院等：上記以外の病院
＊医療機関の開設者がいずれに分類されるかは、病床機能報告における各医療機関からの報告に基づいている。

※ 調査対象医療機関は、令和５年度病床機能報告の対象と同じであり、上記の数には今回の調査に未回答であった医療機関は含まれていない。
※ 括弧書きは令和５年３月末時点の数値

○ 全ての医療機関の対応方針の措置済を含む「合意・検証済」の数は、医療機関単位で約1.1万施設、病床単位で約117万床となって
いる。
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地域医療構想調整会議における医療機関の対応方針の検討状況（令和６年３月末時点）

○ 全ての医療機関の対応方針の措置済を含む「合意･検証済」の割合は医療機関単位で91％ (+31％) 、病床単位で96％ (+20％)となっている。
○ 再検証対象医療機関の対応方針の措置済を含む「検証済」の割合は医療機関単位で93% (+32％) 、病床単位で95％ (+30％)となっている。
○ 再検証対象医療機関を除く新公立病院改革プラン・公立病院経営強化プラン対象病院の対応方針の措置済を含む「合意済」の割合は医療機関単

位で100％ (+1％) 、病床単位で100％ (+1％)となっている。
○ 再検証対象医療機関を除く公的等2025プラン対象病院の対応方針の措置済を含む「合意済」の割合は医療機関単位で99％ (+2％) 、病床単位で

99％ (±0％)となっている。
○ その他の医療機関の対応方針の措置済を含む「合意済」の割合は医療機関単位で90％(+35％)、病床単位で95％ (+31％)となっている。

再検証対象 公立※ 公的※ その他全医療機関

医政局地域医療計画課調べ（一部精査中）

医療機関の区分別にみた対応方針の協議状況

※公立、公的及びその他（公立・公的以外）には、再検証対象を含まない。
※医療機関には有床診療所を含む。
※再検証対象医療機関について既に病床を有さなくなった医療機関等は計上していない。

新公立病院改革プラン・公立病院経営
強化プラン対象病院（再検証対象除く）

（N=560）

公的等2025プラン対象病院
（再検証対象除く）

（N=701）

その他の医療機関）
（N=10,887）

再検証対象医療機関
（N=412）

全医療機関
（N=12,560）

※括弧書きは令和５年３月末時点からの増減
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地域医療構想調整会議における医療機関の対応方針の検討状況（都道府県別）（令和６年３月末時点）

○ 対応方針の措置済を含む「合意・検証済」の割合が100％の都道府県は29府県（+24府県）となっている。
○ 「合意・検証済」の割合が100％に満たないものの、80％を超える都道府県は13都府県（+2都県）となっている。
○ 「合意・検証済」の割合が80％に満たない都道府県は５道県（▲26県）となっている。

医政局地域医療計画課調べ（一部精査中）

※括弧書きは令和５年３月末時点からの増減
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13

全医療機関の対応方針の検討状況（令和５年３月末調査結果との比較）

○ 全医療機関の検討状況について、令和５年３月末時点の調査結果と比較すると、措置済を含む「合意・検証済」
の医療機関単位の割合が60％から91％、病床単位の割合が76％から96％と増加している。

医政局地域医療計画課調べ（一部精査中）

令和５年３月末時点 令和６年３月末時点

医療機関数

病床数

60％

76％

91%N=12,560

96%
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医療機関区分別の対応方針の検討状況（医療機関単位）(令和５年３月末調査結果との比較)

○ 再検証対象医療機関の検討状況について、令和５年３月末時点の調査結果と比較すると、措置済を含む「検証
済」の医療機関単位の割合が 61%から93%と増加している。

○ その他の医療機関についても、措置済を含む「合意済」の医療機関単位の割合が 55%から90%と増加している。

医政局地域医療計画課調べ（一部精査中）

令和５年３月末時点 令和６年３月末時点

再検証

公立

公的

その他

再検証
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医療機関区分別の対応方針の検討状況（病床単位） （令和５年３月末調査結果との比較）

○ 再検証対象医療機関の検討状況について、令和５年３月末時点の調査結果と比較すると、措置済を含む「検証
済」の病床単位の割合が 65%から95%と増加している。

○ その他の医療機関についても、措置済を含む「合意済」の病床単位の割合が 64%から95%と増加している。

医政局地域医療計画課調べ（一部精査中）

令和５年３月末時点 令和６年３月末時点

再検証

公立

公的

その他
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協議・検証未開始となっている医療機関の検討状況

○ 検討状況が協議・検証未開始となっている医療機関について、その理由を見ると、「新型コロナ対応の経験を踏まえ、
改めて検討中」や、「その他」として「医療機関に働きかけているが、通常業務に加え、対応方針策定に係る業務負担
が大きいことから未策定」等の理由があった。

全医療機関の検討状況(令和６年３月末時点) 協議・検証未開始の医療機関の検討状況
※有効回答の内訳

医政局地域医療計画課調べ（一部精査中）

N=12,666

全医療機関の検討状況(令和５年３月末時点)
「その他」の内容

– 医療機関に働きかけてい
るが、通常業務に加え、
対応方針策定に係る業務
負担が大きいことから未
策定。

– 医療機関からの回答がな
く、確認できない。

※括弧書きは令和５年３月末時点からの増減

協議・検証未開始の医療機関
の内訳(令和６年３月末時点)



再検証対象医療機関のうち「検証済」及び「措置済」の医療機関の見直し等の内容

○ 再検証対象医療機関のうち、「検証済」及び「措置済」である医療機関における詳細な見直し内容や合意に至っ
た議論の内容については、それぞれ以下のとおり。

医政局地域医療計画課調べ（一部精査中）

①「病床機能の見直し」
の詳細な見直し内容や合意に至った議論の内容

– 地域包括ケア病床の導入や併設している訪問看護ステーションと連携
することで、回復期への見直しを図った。

– 高度急性期経過後の在宅復帰患者への対応をしていくため、急性期か
ら回復期への転換。

– 介護療養病床を介護医療院へ転換。休床している病床を外来人工透析
施設へ転換。

「検証済」及び「措置済」の医療機関の状況（複数回答可）

②「許可病床数の見直し」
の詳細な見直し内容や合意に至った議論の内容

– 地域医療構想や人口減など地域の実情を踏まえ、ダウンサイジングを
基本的方向として、病床数の見直しを行う。

– 介護療養病床の終了及び地域のニーズを踏まえ、ダウンサイジングし
つつ介護療養病床を介護医療院に転換。

③「医療機関の役割の見直し」
の詳細な見直し内容や合意に至った議論の内容

– 回復期機能を中心とし、救急・急性期・慢性期・在宅医療・介護もカ
バーすることができる地域密着型多機能病院として再編する。

– 周産期医療体制の見直しを行い、産婦人科から婦人科へ変更。

⑤「従前どおり」との結論に至った主な理由

– 二次救急病院、広域救護病院、へき地拠点病院等として、地域医療を
支える重要な役割を担っているため。

– 神経難病、難治性のてんかん、重症心身障害等の他の病院が対応して
いない専門医療に重点化しているため。

– 地域密着型の医療機関としての位置づけを継続する必要があるため。

④「複数医療機関による再編を実施」
の詳細な見直し内容や合意に至った議論の内容

– スタッフを集約化し、救急医療・外来医療の強化、災害医療や新興感
染症への対応強化、在宅医療の強化等のため、病院の統合を行う。

– 医師の確保及び交流、医療従事者の共同研修、医療連携推進方針に
沿った連携を推進するため、地域医療連携推進法人を設立。

① ② ③ ④ ⑤
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地域医療構想調整会議（都道府県単位）の開催状況

医政局地域医療計画課調べ（一部精査中）

■令和５年度 地域医療構想調整会議（都道府県単位）の開催状況

○ 令和５年度の都道府県単位の地域医療構想調整会議の開催回数は、多い県で６回の開催であった一方、開催して
いない県は８県、地域医療構想調整会議を設置していない県は６県あった。

「地域医療構想調整会議の活性化に向けた方策について」（平成30年６月22日付け医政地発0622第２号厚生労働省医政局地域医療計画課長通知）【抜粋】
１．都道府県単位の地域医療構想調整会議について
（１）協議事項等

都道府県は、各構想区域の地域医療構想調整会議における議論が円滑に進むように支援する観点から、都道府県単位の地域医療構想調整会議を設置し、次の事項に
ついて協議すること。

ア．各構想区域における地域医療構想調整会議の運用に関すること（地域医療構想調整会議の協議事項、年間スケジュールなど）
イ．各構想区域における地域医療構想調整会議の議論の進捗状況に関すること（具体的対応方針の合意の状況、再編統合の議論の状況など）
ウ．各構想区域における地域医療構想調整会議の抱える課題解決に関すること（参考事例の共有など）
エ．病床機能報告等から得られるデータの分析に関すること（定量的な基準など）
オ．構想区域を超えた広域での調整が必要な事項に関すること（高度急性期の提供体制など）

（２）参加の範囲等
都道府県単位の地域医療構想調整会議の参加者は、各構想区域の地域医療構想調整会議の議長、診療に関する学識経験者の団体その他の医療関係者、医療保険者そ

の他の関係者とすること。なお、会議の運用に当たっては、既存の会議体の活用等､効率的に運用することとして差し支えない。

６回
（１）

令和５年度開催
回数

地方・都道府県

関東信越地方 東海北陸地方 近畿地方
中国・
四国地方

九州・
沖縄地方

▪ 神奈川県

▪ 京都府
▪ 兵庫県

北海道・
東北地方

１回
（9）

▪ 北海道
▪ 山形県

▪ 栃木県
▪ 千葉県

▪ 愛媛県 ▪ 佐賀県
▪ 大分県
▪ 宮崎県

設置せず
（6）

▪ 青森県
▪ 宮城県
▪ 福島県

▪ 山梨県 ▪ 和歌山県 ▪ 香川県

▪ 滋賀県

▪ 石川県
▪ 静岡県
▪ 三重県※

■議論の内容等

▪ 岩手県
▪ 秋田県

開催せず
（8）

▪ 島根県
▪ 岡山県
▪ 徳島県

▪ 新潟県 ▪ 福岡県
▪ 鹿児島県

２回
（11）

▪ 埼玉県 ▪ 岐阜県
▪ 愛知県

▪ 長崎県
▪ 熊本県
▪ 沖縄県

３回
（8）

▪ 茨城県
▪ 群馬県
▪ 東京都

４回
（4）

▪ 広島県
▪ 高知県

▪ 福井県
▪ 大阪府
▪ 奈良県

▪ 長野県

▪ 鳥取県※
▪ 山口県

▪ 議論の内容

– 病床機能の分化・連携に向けた具体的な取組に関する議論

– 構想区域における課題の共有（不足する医療機能等）

– 各種支援策の活用に関する合意（地域医療介護総合確保基金、重点支
援区域等）

– 各調整会議での議論の進捗状況や圏域を超えた広域での調整が必要な
事項等に関する情報共有・協議等

– 第８次医療計画（地域医療構想）の作成に係る協議

▪ 開催しない主な理由

– 現時点において、地域医療構想について全県で調整する議題が無かっ
たため。

▪ 設置していない主な理由

– 県医師会長が全ての構想区域の議長となっており、各構想区域の課題
の共有や進捗等の摺合せが可能であるため。

– 複数の構想区域での合同会議等のように広域単位で地域医療構想に係
る会議を実施しているため。

▪ 富山県

※医療審議会等の既存の会議体で議論を行っている
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地域医療構想調整会議（構想区域単位）の開催状況

医政局地域医療計画課調べ（一部精査中）

（参考）地域医療構想調整会議の開催実績のまとめ

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

開催延べ数 1,067回 1,327回 1,035回 652回 656回 882回 1,378回

構想区域当たりの平均 3.1回 3.9回 3.0回 1.9回 1.9回 2.6回 4.1回

■令和５年度 地域医療構想調整会議（構想区域単位）の開催状況 （開催延べ回数／全構想区域）

○ 令和５年度の地域医療構想調整会議 (※)の開催回数は、構想区域当たり平均4.1回であり、平成29年度以降最も開
催実績が多い。

※地域医療構想調整会議の下に設置された部会等を含む。
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※１ 構想区域の総数は339であるが、一部の区域において地域医療構想調整会議を複数設置しているため、本調査における母数は341となっている。
※２ 社会福祉協議会、消防本部、訪問介護ステーション協議会、介護・福祉関係団体、住民代表 等

地域医療構想調整会議（構想区域単位）の構成員の状況

（令和６年３月末時点）

医政局地域医療計画課調べ（一部精査中）

○ 地域医療構想調整会議の構成員の状況を見ると、「郡市区医師会」「歯科医師団体」「薬剤師団体」「看護師団
体」「医療保険者」「病院（民間）」「病院（公立・公的等）」は、ほとんどの構想区域で参加している。

（※

２
）
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外来医療の議論の状況

医政局地域医療計画課調べ（一部精査中）

○ 外来医療について、地域医療構想調整会議において議論を行っている構想区域は97％（+4％）であった。

外来医療の議論の状況（令和６年３月末時点）

（構想区域単位）

（外来医療に係る協議の場）
○医療法【抜粋】
第三十条の十八の四 都道府県は、第三十条の四第二項第十四号に規定する区域その他の当該都道府県の知事が適当と認める区域(第三項において「対象区域」という。)ごとに、診療に関する

学識経験者の団体その他の医療関係者、医療保険者その他の関係者(以下この項及び次項において「関係者」という。)との協議の場を設け、関係者との連携を図りつつ、次に掲げる事項(第
二号から第四号までに掲げる事項については、外来医療に係る医療提供体制の確保に関するものに限る。第三項において同じ。)について協議を行い、その結果を取りまとめ、公表するもの
とする。

２ （略）
３ 都道府県は、対象区域が構想区域等と一致する場合には、当該対象区域における第一項の協議に代えて、当該構想区域等における協議の場において、同項各号に掲げる事項について協議

を行うことができる。

都道府県別区域数

※ 構想区域の総数は339であるが、一部の区域において地域医療構想調整会議を複数設置しているため、本調査における母数は341となっている。

外来医療の議論の状況
（令和５年９月末時点）

※括弧書きは令和５年９月末時点からの増減

N=341

N=341
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在宅医療の議論の状況

在宅医療の議論の状況（令和６年３月末時点）

医政局地域医療計画課調べ（一部精査中）

○ 在宅医療について、地域医療構想調整会議において議論を行っている構想区域は50％（▲2%）であった。

都道府県別区域数

※ 構想区域の総数は339であるが、一部の区域において地域医療構想調整会議を複数設置しているため、本調査における母数は341となっている。

169
50%

172
50%

在宅医療の議論の状況
（令和５年９月末時点）

※ 前回調査時より報告項目が異なるため、単
純な比較を行うことは留意が必要。

・在宅医療の議論を地域医療構想調整会議で行って
いるか。（R5.9調査）

・在宅医療の議論を行っている会議体（R6.3調査）

※括弧書きは令和５年９月末時点からの増減

複数選択可

N=341

N=341
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地域医療構想調整会議における複数医療機関の再編に関する議論の状況

医政局地域医療計画課調べ（一部精査中）

○ 地域医療構想調整会議において、複数医療機関の再編に関する議論は、全構想区域のうち74区域（+2区域）で行
われている。全都道府県のうち31都道府県（+1区域）で行われている。

○ 複数医療機関の再編に関する議論が行われている都道府県・構想区域のうち、13道県・21区域では、重点支援区
域の選定を受けている。

※ 構想区域の総数は339であるが、一部の区域において地域医療構想調整会議を複数設置しているため、本調査における母数は341となっている。

構想区域単位の状況 都道府県単位の状況

R5.9調査

複数医療機関の再編に関する議論の状況（令和２年１月10日～令和６年３月31日）

R6.3調査

74
22%

267
78%

72
21%

269
79%

31
66%

16
34%

30
64%

17
36%

(2) (1)     (3)      (1)                                          (3)                          (1)                 (1)       (1)                     (1) (1) (3)                          (1)      (2)

R5.9調査

R6.3調査

（）：重点支援区域数 合計：21

※括弧書きは令和５年９月末時点からの増減
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各構想区域における2025年の医療提供体制に関する議論の状況

「公立・公的医療機関等の具体的対応方針の再検証等について」（令和２年１月17日付け医政発0117第４号厚生労働省医政局長通知）【抜粋】
１．具体的対応方針の再検証等について
（３）構想区域全体の2025年の医療提供体制の検証について

（略）
このため、都道府県は、当該構想区域の地域医療構想調整会議において、「類似かつ近接」の要件に６領域全て（人口100万人以上の構想区域を除く。）該当している公立・公的医療機関等の具体的対応方針

の再検証に係る協議を行うとともに、構想区域全体における、領域（今般分析対象とした６領域を必ず含むものとし、必要に応じて他の領域を含めるものとする。）ごとの2025 年の各医療機関の役割分担の方
向性等（必要に応じて、病床数や医療機能を含む。）について検討し、構想区域全体の2025 年の医療提供体制について改めて協議すること。（略）

なお、都道府県は、「診療実績が特に少ない」の要件に９領域全て該当している公立・公的医療機関等を有する構想区域においても、当該医療機関の周辺にある医療機関との役割分担等を改めて整理する観点
から、構想区域全体における2025 年の各医療機関の役割分担の方向性等（必要に応じて、病床数や医療機能を含む。）について検討する必要があると判断する場合には、構想区域全体の2025 年の医療提供体
制について改めて協議すること。

○ 再検証に係る協議を行う際には、構想区域全体の2025年の医療提供体制について改めて協議することとしていた
が、「類似かつ近接」による再検証対象医療機関を有する構想区域の80％（+5%）、「診療実績が特に少ない」に
よる再検証対象医療機関を有する構想区域の74％（+6%）の区域で医療提供体制の議論が行われている。

（構想区域単位）

（構想区域単位）

医政局地域医療計画課調べ（一部精査中）

●「類似かつ近接」による再検証対象医療機関を有する構想区域の議論の状況（令和２年１月17日～令和６年３月31日）

●「診療実績が特に少ない」による再検証対象医療機関を有する構想区域の議論の状況（令和２年１月17日～令和６年３月31日）

（
構
想
区
域
数
）

（
構
想
区
域
数
）

行っている

行っていない

※括弧書きは令和５年９月末時点からの増減
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地域医療構想調整会議におけるデータに基づく議論の状況

医政局地域医療計画課調べ（一部精査中）

※その他データの分析

レセプトデータ、介護保険データ、救急搬送データ、統計データ、独自調査（患者調査、診療実態調査、アンケート等） 等

○ 病床機能報告の分析は100％、定量的基準の導入は60％の都道府県で実施されている。
○ DPCデータの分析を実施している都道府県は５割程度であり、実施している都道府県の多くが外部機関の協力を

得ている。

100%

60% 53%

32%
45%
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地域医療構想調整会議の資料等の公表の状況

医政局地域医療計画課調べ（一部精査中）

○ 地域医療構想調整会議の資料、議事録については、一部の構想区域を除き、ほとんどの構想区域で公表されている。

※構想区域の総数は339であるが、一部の区域において地域医療構想調整会議を複数設置しているため、本調査における母数は341となっている。

●資料の公表の状況（令和６年３月末時点）

（構想区域単位）

公表・一部公表

非公表

（構想区域単位）

●議事録の公表の状況（令和６年３月末時点）

公表・一部公表

非公表

（
構
想
区
域
数
）

（
構
想
区
域
数
）

○資料・議事録が非公表の主な理由

・委員の方からの自由な発言を確保するため。

・個人情報や法人情報等を取り扱う場合があるため。

・医師会等を通して随時関係機関等へ情報共有しているため。

・病院等の未定・非公開の情報等の内容が中心のため。

・医療機関の経営に関する情報等を含む場合があるため。

医療提供体制の確保に関する基本方針(平成19年厚生労働省告示第70号)令和５年３月31日一部改正【抜粋】
第五 地域医療構想に関する基本的な事項
（略）

二 地域医療構想に関する国と都道府県の役割
都道府県は、策定した地域医療構想の達成に向けた取組を進めるに当たって、構想区域等（法第三十

条の十四第一項に規定する構想区域等をいう。第六及び第七において同じ。）ごとに、地域医療構想調
整会議を設け、当該会議での議論を通じて、地域における病床の機能の分化及び連携並びに在宅医療を
推進していくことが必要である。これらの推進に当たり、都道府県は、地域医療構想調整会議における
協議の実施状況を公表するものとする。

（略）

R5.9調査
R6.3調査

R5.9調査
R6.3調査
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都道府県知事の権限行使の状況

医政局地域医療計画課調べ（一部精査中）

※１ 令和６年３月末時点 ①③⑤については、令和４年度病床機能報告後から調査日までの累計。 ④については、令和５年度病床機能報告後から調査日までの累計。
②及び⑥については、制度施行から調査日までの累計。

※２ ③の命令に従わなかった際の公表は０件実施、過料は０件。①②④⑤⑥の命令等に従わなかった際の公表・過料等は０件。
※３ いずれも過剰となっていた急性期の増床の申し出に対し回復期の増床を要請。うち３件は要請に従い回復期を増床、１件は増床の申し出を撤回。

②不足する医療機能への転換
の促進の対応(病院の開設等
の許可申請)

条件付き開設許可
(§７⑤)

121（117）

命令
(§27の2②)

0（0）

勧告
(§27の2①)

0（0）

命令(§７の２③) 0（0）

勧告
(§30の12②)

0（０）

要請
(§30の12①)

0（０）

①非稼働病棟への対応
※令和４年度病床機能報告

調整会議での協議

514（545）

③未報告医療機関への対応
※令和４年度病床機能報告

命令
(§30の13⑤)

199（126）

督促

1,195（647）

④未報告医療機関への対応
※令和５年度病床機能報告

命令
(§30の13⑤)

116（199）

督促

923（1,195）

⑤必要病床数を超える医療
機能への転換が予定され
ている場合の対応

※令和４年度病床機能報告

書面提出
(§30の15①)

85（98）

調整会議で
の協議

(§30の15②)

34（42）

医療審議会
で協議

(§30の15④)

０（0）

命令(§30の15⑥) 0（0）

勧告
(§30の17)

0（0）

要請
(§30の15⑦)

0（0）

⑥不足する医療機能への転換
の促進の対応（地域医療構
想調整会議）

指示(§30の16①) 0（0）

勧告
(§30の17)

0（0）

要請
(§30の16②)

4（4※３）
（括弧書きは令和５年３月末調査）
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２．病床数の変化等
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89.6
万床

※1

2015年度病床機能報告

合計 119.0万床

89.2
万床

0.2万床増

0.7万床減

0.7万床増

0.6万床減

約0.3万床減

2023年度病床機能報告

合計 119.3万床

88.9
万床

２０２３年度病床機能報告について

合計 125.1万床
2025年見込2023年

76.5
万床

0.9万床減

7.1万床減

7.4万床増

5.2万床減

68.5
万床

68.1
万床

2015年

※1：2023年度病床機能報告において、「2025年7月1日時点における病床の機能の予定」として報告された病床数
※2：対象医療機関数及び報告率が異なることから、年度間比較を行う際は留意が必要

（報告医療機関数/対象医療機関数（報告率） 2015年度病床機能報告：13,863/14,538（95.4％）、2023年度病床機能報告：12,203/12402（98.4％））
※3：端数処理をしているため、病床数の合計値が合わない場合や、機能ごとの病床数の割合を合計しても100％にならない場合がある
※4：平成25年度(2013年度) のＮＤＢのレセプトデータ 及びＤＰＣデータ、国立社会保障・人口問題研究所『日本の地域別将来推計人口（平成25年(2013年）3月中位推計）』等を
用いて推計

※5：高度急性期のうちICU及びHCUの病床数（*）：18,423床（参考 2022年度病床機能報告：18,399床）
*救命救急入院料1～4、特定集中治療室管理料1～4、ハイケアユニット入院医療管理料1・2のいずれかの届出を行っている届出病床数

※6：病床機能報告の集計結果と将来の病床の必要量は、各構想区域の病床数を機械的に足し合わせたものであり、また、それぞれ計算方法が異なることから、単純に比較
するのではなく、詳細な分析や検討を行った上で地域医療構想調整会議で協議を行うことが重要。

出典：2023年度病床機能報告

地域医療構想における2025年の病床の必要量

（入院受療率や推計人口から算出した2025年の医

療需要に基づく推計（平成28年度末時点））

53.1
万床

合計 119.1万床

※4 ※6（各医療機関が病棟単位で報告）

29

（各医療機関が病棟単位で報告）※6※6

90.6
万床

慢性期

35.5万床 (28%)
慢性期

30.3万床（25%）

慢性期

29.7万床（25%）

慢性期

28.4万床 (24%)

回復期

13.0万床 (10%)

回復期

20.4万床（17%）

回復期

21.1万床（18%）

回復期

37.5万床 (31%)

急性期

59.6万床 (48%)

急性期

52.5万床（44%）

急性期

51.8万床（44%）

急性期

40.1万床 (34%)

高度急性期

16.9万床 (14%) 高度急性期

16.0万床（13%）

高度急性期

16.2万床（14%）

高度急性期

13.0万床 (11%)

速報値



【参考】２０２３年の病床機能ごとの病床数（２０２３年度病床機能報告）

出典：2023年度病床機能報告
※公立病院：新公立病院改革プラン策定対象となる開設者（都道府県、市町村、地方独立行政法人）が設置する病院
公的病院等：公的医療機関等2025プラン策定対象となる開設者（独立行政法人国立病院機構、独立行政法人労働者健康安全機構、独立行政法人地域医療機能推進機構、

日本赤十字社、社会福祉法人恩賜財団済生会、社会福祉法人北海道社会事業協会、厚生農業協同組合連合会、国民健康保険団体連合会、
健康保険組合及びその連合会、共済組合及びその連合会及び国民健康保険組合）が設置する病院、または特定機能病院、地域医療支援病院

その他の民間病院等：上記以外の病院
＊医療機関の開設者がいずれに分類されるかは、病床機能報告における各医療機関からの報告に基づいている

※小数点以下を四捨五入しているため合計しても100％にならない場合がある

報告医療
機関数

２０２３年の病床機能ごとの病床数

高度急性期 急性期 回復期 慢性期 合計

全医療機関 12,203 159,543 (13%) 525,448 (44%) 204,237 (17%) 303,283 (25%) 1,192,511

病
院

公立病院 859 38,103 (20%) 114,822 (61%) 24,839 (13%) 11,432 (6%) 189,196

公的病院等 829 108,481 (35%) 155,570 (50%) 23,131 (7%) 21,781 (7%) 308,963

その他の民間病院等 5,303 12,776 (2%) 216,568 (34%) 145,799 (23%) 260,224 (41%) 635,367

小計 6,991 159,360 (14%) 486,960 (43%) 193,769 (17%) 293,437 (26%) 1,133,526

有床診療所 5,212 183 (0%) 38,488 (65%) 10,468 (18%) 9,846 (17%) 58,985
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【参考】 ２０２５年の病床機能ごとの予定病床数（２０２３年度病床機能報告）

出典：2023年度病床機能報告
※公立病院：新公立病院改革プラン策定対象となる開設者（都道府県、市町村、地方独立行政法人）が設置する病院
公的病院等：公的医療機関等2025プラン策定対象となる開設者（独立行政法人国立病院機構、独立行政法人労働者健康安全機構、独立行政法人地域医療機能推進機構、

日本赤十字社、社会福祉法人恩賜財団済生会、社会福祉法人北海道社会事業協会、厚生農業協同組合連合会、国民健康保険団体連合会、
健康保険組合及びその連合会、共済組合及びその連合会及び国民健康保険組合）が設置する病院、または特定機能病院、地域医療支援病院

その他の民間病院等：上記以外の病院
＊医療機関の開設者がいずれに分類されるかは、病床機能報告における各医療機関からの報告に基づいている

※2023年度病床機能報告において、「2025年7月1日時点における病床の機能の予定」として報告された病床数

※小数点以下を四捨五入しているため合計しても100％にならない場合がある

報告医療
機関数

２０２５年の病床機能ごとの予定病床数

高度急性期 急性期 回復期 慢性期 合計

全医療機関 12,203 162,314 (14%) 518,412 (44%) 211,443 (18%) 297,356 (25%) 1,189,525

病
院

公立病院 859 38,489 (20%) 112,842 (60%) 26,101 (14%) 10,954 (6%) 188,386

公的病院等 829 109,497 (36%) 152,923 (50%) 24,092 (8%) 21,518 (7%) 308,030

その他の民間病院等 5,303 14,093 (2%) 214,830 (34%) 150,740 (24%) 255,382 (40%) 635,045

小計 6,991 162,079 (14%) 480,595 (42%) 200,933 (18%) 287,854 (25%) 1,131,461

有床診療所 5,212 235 (0%) 37,817 (65%) 10,510 (18%) 9,502 (16%) 58,064
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（出典）令和５年度病床機能報告

報告状況について

○ 報告率は98.4％（病院：99.3％、有床診療所：97.2％）であり、過去と比べてわずかに向上した。（2021年
度：96.8％、2022年度：96.7% ）

○ 令和５年３月の通知（※）で示したとおり、報告率が100％でない場合には、地域医療構想における対応方

針の策定の前提となる、地域における医療機能の現状と将来の見込みを正確に把握できないことから、都道
府県は未報告医療機関に対して、期間を定めて報告するよう命ずる等の適切な対応が求められる。

※「地域医療構想の進め方について」（令和５年３月31日付け医政地発0331第１号厚生労働省医政局地域医療計画課長通知）

速報値

(一部精査中)
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（出典）令和５年度病床機能報告

※ 「非稼働病棟」は、病院は病棟単位で休棟と報告されている病床、有床診療所は診療所単位で休棟と報告されている病床を指す。
※ 「許可病床数」は、病床機能報告において医療機関ごとに報告されたものの総和（一般病床及び療養病床のみ）である。

病床が全て稼働していない病棟の現状

○ 2023年度病床機能報告において、病棟単位（有床診療所の場合は診療所単位）で休棟と報告されて
いる病床は35,571床存在した。

○ 非稼働病棟の病床数は都道府県によってばらつきがあるが、病床機能報告上の許可病床数に占める
割合として、最大の都道府県は約６％であった。

○ 非稼働病棟に対しては、令和５年３月の通知（※）で示したとおり、都道府県は必要に応じて地域医
療構想調整会議において詳細な説明を求め、十分に議論する等の適切な対応が求められる。

※「地域医療構想の進め方について」（令和５年３月31日付け医政地発0331第１号厚生労働省医政局地域医療計画課長通知）
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（一部精査中）
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乖離率

（②/⑤）

乖離率

（④/⑤）

変化率

（⑥/①）

合計 339 1,250,751 59,930 +5.0% 1,192,511 1,690 +0.1% 1,190,821 ▲58,240 ▲4.7%

2015年に必要量と比べて

少なかった構想区域
76 523,709 ▲67,239 ▲11.4% 528,498 ▲62,450 ▲10.6% 590,948 4,789 +0.9%

2015年に必要量と比べて

多かった構想区域
263 727,042 127,169 +21.2% 664,013 64,140 +10.7% 599,873 ▲63,029 ▲8.7%

合計 47 169,466 39,011 +29.9% 159,543 29,088 +22.3% 130,455 ▲9,923 ▲5.9%

2015年に必要量と比べて

少なかった都道府県
11 31,257 ▲2,818 ▲8.3% 37,230 3,155 +9.3% 34,075 5,973 +19.1%

2015年に必要量と比べて

多かった都道府県
36 138,209 41,829 +43.4% 122,313 25,933 +26.9% 96,380 ▲15,896 ▲11.5%

合計 339 596,137 195,505 +48.8% 525,448 124,816 +31.2% 400,632 ▲70,689 ▲11.9%

2015年に必要量と比べて

少なかった構想区域
13 36,920 ▲5,404 ▲12.8% 36,593 ▲5,731 ▲13.5% 42,324 ▲327 ▲0.9%

2015年に必要量と比べて

多かった構想区域
326 559,217 200,909 +56.1% 488,855 130,547 +36.4% 358,308 ▲70,362 ▲12.6%

合計 339 130,481 ▲244,765 ▲65.2% 204,237 ▲171,009 ▲45.6% 375,246 73,756 +56.5%

2015年に必要量と比べて

少なかった構想区域
334 129,099 ▲245,054 ▲65.5% 203,258 ▲170,895 ▲45.7% 374,153 74,159 +57.4%

2015年に必要量と比べて

多かった構想区域
5 1,382 289 +26.4% 979 ▲114 ▲10.4% 1,093 ▲403 ▲29.2%

合計 339 354,667 70,179 +24.7% 303,283 18,795 +6.6% 284,488 ▲51,384 ▲14.5%

2015年に必要量と比べて

少なかった構想区域
74 78,867 ▲11,764 ▲13.0% 76,994 ▲13,637 ▲15.0% 90,631 ▲1,873 ▲2.4%

2015年に必要量と比べて

多かった構想区域
265 275,800 81,943 +42.3% 226,289 32,432 +16.7% 193,857 ▲49,511 ▲18.0%

2025年必要量

⑤

【参考】

変化数（2015→2023年）

⑥（③-①）

高

度

急

性

期

急

性

期

回

復

期

慢

性

期

病

床

機

能

計

2015年 2023年

地域数 病床数

①

必要量との乖離

②（①-⑤） 病床数

③

必要量との乖離

④（③-⑤）

2025年の病床の必要量との乖離及び病床数の変化

○ 2015年から2023年にかけて、病床機能計の乖離率（必要量との乖離/必要量）は＋5.0%から＋0.1%に縮小しており、必要
量に近づいている。

○ また、病床機能別にみても、以下のとおり、４機能それぞれにおいて乖離率は縮小しており、必要量に近づいている。
・高度急性期 ＋29.9% → ＋22.3% ・急性期 ＋48.8% → ＋31.2%
・回復期 ▲65.2% → ▲45.6% ・慢性期 ＋24.7% → ＋ 6.6%

資料出所：病床機能報告
※１ 2015年と2023年では報告率が異なっていることから、年度間の比較には留意が必要。（2015年：95.5％、2023年：98.4％）
※２ 病床機能報告の集計結果と将来の病床数の必要量は計算方法が異なることから、単純に比較するのではなく、詳細な分析や検討を行った上で地域医療構想調整会議で協議を行うことが重要。
※３ 高度急性期は診療密度が特に高い医療を提供することが必要であり、必ずしも構想区域で完結することを求めるものではないため、都道府県単位でみている。 34
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再検証対象医療機関における病床数の変化

○ 再検証対象医療機関においては、再検証時（2017年）から2023年にかけて、総病床数は5,433床（▲8.0％）
減少している。

○ このうち、急性期は11,002床（▲26.2％）減少、回復期は7,051床（＋63.6％）増加、慢性期は1,756床
（▲12.4%）減少している。

医政局地域医療計画課調べ（一部精査中）
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再検証対象医療機関における病床数の変化

再検証時 R6.3調査

▲5,433床
▲8.0%

▲11,002床
▲26.2%

＋7,051床
＋63.6% ▲1,756床

▲12.4%

＋274床
＋30.7%

35



再検証対象医療機関のうち
措置済、検証済の医療機関（382病院分）の病床機能・病床数

医政局地域医療計画課調べ（一部精査中）

平成29年７月 令和６年３月 令和７年７月予定

○ 平成29年から令和７年にかけて、全体の病床数は5.98万床から5.52万床と減少する見込み。

○ 急性期病床は3.73万床から2.66万床に、慢性期病床は1.21万床から1.02万床に減少する見込みであり、高度急性
期病床は0.06万床から0.08万床に、回復期病床は0.98万床から1.76万床に増加する見込みである。

○ 令和６年３月までに病床機能あるいは病床数を変更した病院は、措置済みの252病院のうち、193病院。

○ 令和７年７月までに病床機能あるいは病床数を変更予定の病院は、検証済み130病院のうち、105病院。

＋0.03万床

▲0.86万床

+0.65万床

▲0.14万床

▲0.01万床

▲0.21万床

+0.13万床

▲0.05万床

高度急性期
0.06万床

合計 5.98万床 合計 5.66万床 合計 5.52万床▲0.32万床

高度急性期
0.09万床

高度急性期
0.08万床

急性期
3.73万床

急性期
2.87万床

急性期
2.66万床

回復期
0.98万床

回復期
1.63万床

回復期
1.76万床

慢性期
1.21万床

慢性期
1.07万床

慢性期
1.02万床

▲0.14万床
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資料出所：病床機能報告
※１ 2015年と2023年では報告率が異なっていることから、年度間の比較には留意が必要。（2015年：95.5％、2023年：98.4％）
※２ 病床機能報告の集計結果と将来の病床数の必要量は計算方法が異なることから、単純に比較するのではなく、詳細な分析や検討を行った上で地域医療構想調整会議

で協議を行うことが重要。

2025年の病床の必要量との乖離（構想区域別/病床機能計）

○ 病床機能計について、病床機能報告上の病床数と2025年の必要量との乖離の変化（2015年→2023年）を構想区域別にみると、
乖離率・乖離数いずれでみても、全体として、乖離は縮小している傾向にある。

【乖離数】

【乖離率】 必要量より
多い

必要量より
少ない
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2025年の病床の必要量との乖離（構想区域別/急性期）

【乖離率】

【乖離数】

○ 急性期について、病床機能報告上の病床数と2025年の必要量との乖離の変化（2015年→2023年）を構想区域別にみると、乖
離率・乖離数いずれでみても、全体として、乖離は縮小している傾向にある。

必要量より
多い

必要量より
少ない

必要量より
多い

必要量より
少ない

資料出所：病床機能報告
※１ 2015年と2023年では報告率が異なっていることから、年度間の比較には留意が必要。（2015年：95.5％、2023年：98.4％）
※２ 病床機能報告の集計結果と将来の病床数の必要量は計算方法が異なることから、単純に比較するのではなく、詳細な分析や検討を行った上で地域医療構想調整会議

で協議を行うことが重要。 38
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2025年の病床の必要量との乖離（構想区域別/回復期）

【乖離率】

【乖離数】

○ 回復期について、病床機能報告上の病床数と2025年の必要量との乖離の変化（2015年→2023年）を構想区域別にみると、乖
離率・乖離数いずれでみても、全体として、乖離は縮小している傾向にある。

必要量より
多い

必要量より
少ない

資料出所：病床機能報告
※１ 2015年と2023年では報告率が異なっていることから、年度間の比較には留意が必要。（2015年：95.5％、2023年：98.4％）
※２ 病床機能報告の集計結果と将来の病床数の必要量は計算方法が異なることから、単純に比較するのではなく、詳細な分析や検討を行った上で地域医療構想調整会議

で協議を行うことが重要。 39
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ＫＰＩ第２階層 ＫＰＩ第１階層 工 程（取組・所管府省、実施時期） 24  25  26

３９．地域医療構想の実現、大都市や地方での医療・介護提供に係る広域化等の地域
間連携の促進

ａ．地域医療構想については、2025年までの取組をより一層推進するため、これま
でのＰＤＣＡサイクルを通じた取組の進捗状況等を踏まえ、2025年までの年度ご
とに国・都道府県・医療機関がそれぞれ取り組む事項を明確化し、関係機関が一
体となって計画的に更なる取組を進める。

ｂ．国においては、以下の取組を行う。
・都道府県・構想区域の病床機能等の状況の見える化
・構想区域の効果的な事例（内容、検討プロセス等の周知)
・地域医療介護総合確保基金やデータ分析チーム構築支援等の効果的な活用方法
の周知

・地域医療構想の取組の進め方に関するチェックリストの作成
・病床機能報告における2025年の病床数の見込みと病床数の必要量の乖離等を踏ま

え、医療提供体制上の課題や重点的な支援の必要性があると考えられるモデル構
想区域等を設定して、アウトリーチの伴走支援の実施

・地域医療構想調整会議の議論の実施状況の市町村への報告等について、法制上
の位置付けも含め、必要な措置

ｃ．都道府県に対し以下の取組を求める。
・病床機能報告における2025年の病床数の見込みと病床数の必要量に著しい乖離
が生じている構想区域について、医療提供体制に関する分析・評価を行い、評価
結果に基づき必要な方策を講じること

・地域医療構想に係る民間医療機関も含めた各医療機関の対応方針の策定率等を
ＫＰＩとしたＰＤＣＡサイクルを年度ごとに実施し、対応方針の検討状況、策定
率を公表すること

・国において設定したモデル構想区域等において、地域医療構想調整会議で構想
区域全体の2025年の医療提供体制について改めて協議し、対応方針を策定するな
ど、必要な方策を講じること

ｄ．2026年度以降の地域医療構想について、病院のみならず、かかりつけ医機能や
在宅医療、医療・介護連携等を含め、中長期的課題を整理して検討を行う。また、
都道府県の責務の明確化等に関し必要な法制上の措置等について検討を行う。

○地域医療構想の2025
年における医療機能別
(高度急性期、急性期、
回復期、慢性期)の必要
病床数を達成するため
に増減すべき病床数に
対する実際に増減され
た病床数の割合
【2025年度に100％】
(実際に増減された病床
数／地域医療構想の
2025年における医療機
能別(高度急性期、急性
期、回復期、慢性期)の
必要病床数を達成する
ために増減すべき病床
数(病床機能報告))

〇地域医療構想調整会議の
開催回数【2024年度末ま
でに約2,000回】

○各医療機関の対応方針の
策 定 率 【2025 年 度 に
100%】

○対応方針の検討状況等の
公表率【100％】

社会保障 ４．医療・福祉サービス改革

新経済・財政再生計画 改革工程表2023（令和５年12月21日経済財政諮問会議）(抄)
第14回地域医療構想及び医師確保
計画に関するワーキンググループ

令 和 ６ 年 ３ 月 １ ３ 日
資料１
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2025年に向けた地域医療構想の更なる推進

○ 地域医療構想のPDCAサイクルを通じた取組を更に推進するため、令和６年３月28日付で通知を発出し、2025年

に向けて各年度に国･都道府県･医療機関が取り組む事項を明確化するとともに、国による積極的な支援を実施。

※ その際、令和４年通知に記載のとおり、各都道府県においては、今回の新型コロナウイルス感染症の感染拡大により病床の機能分化・連携等の重要性
が改めて認識されたことを十分に考慮する。また、2024 年度より医師の時間外労働の上限規制が適用され、2035 年度末に暫定特例水準を解消するこ
ととされており、各医療機関において上限規制を遵守しながら、同時に地域の医療提供体制の維持・確保を行うためには、医療機関内の取組に加え、各
構想区域における地域医療構想の実現に向けた病床機能の分化・連携の取組など、地域全体での質が高く効率的で持続可能な医療提供体制の確保を図る
取組を進めることが重要であることに十分留意する。
なお、地域医療構想の推進の取組は、病床の削減や統廃合ありきではなく、各都道府県が、地域の実情を踏まえ、主体的に取組を進めるものである。

１．2025年に向けて国･都道府県･医療機関が取り組む事項の明確化

・ 国において推進区域(仮称)・モデル推進区域(仮称)を設定してアウトリーチの伴走支援を実施、都道府県において推進区域の調整会議
で協議を行い区域対応方針の策定・推進、医療機関において区域対応方針に基づく医療機関対応方針の検証・見直し等の取組を行い、
構想区域での課題解決に向けた取組の推進を図る。

※ 病床機能報告上の病床数と必要量の差異等を踏まえ、医療提供体制上の課題や重点的な支援の必要性があると考えられる推進区域（仮称）を都道府県あ
たり１～２か所設定。当該推進区域（仮称）のうち全国に10～20か所程度のモデル推進区域（仮称）を設定。なお、設定方法等については、追って通知。

・ 引き続き、構想区域ごとの年度目標の設定、地域医療構想の進捗状況の検証、当該進捗状況の検証を踏まえた必要な対応等を行う。

２．国による積極的な支援

①地域別の病床機能等の見える化

・ 都道府県別・構想区域別に、病床機
能報告上の病床数と必要量、医療機
関の診療実績等を見える化

・ これらのデータを有効に活用して、
地域医療構想調整会議の分析・議論
の活性化につなげる

④基金等の支援策の周知

・ 地域医療介護総合確保基金やデータ分
析体制構築支援等の支援策の活用方法に
ついて、都道府県・医療機関向けリーフ
レットを作成

⑥モデル推進区域(仮称)におけるアウトリーチの
伴走支援

・ データ分析等の技術的支援や地域医療介護総合
確保基金の優先配分等の財政的支援を活用して、
モデル推進区域(仮称)においてアウトリーチの伴
走支援を実施

②都道府県の取組の好事例の周知

・ 地域医療構想の実現に向けた都道府
県の取組の好事例を周知

⑤都道府県等の取組のチェックリスト

・ 地域医療構想策定ガイドラインや関連通知等で
示してきた地域医療構想の進め方について、都
道府県等の取組のチェックリストを作成。都道
府県等において、これまでの取組状況を振り返
り、今後、必要な取組を実施。

③医療機関の機能転換・再編等の好事例
の周知

・ 医療機関の機能転換・再編等の事例に
ついて、構想区域の規模、機能転換・再
編等の背景や内容等を整理して周知

2025年に向けた取組の通知内容（令和６年３月28日）

第 1 4 回 地 域 医 療 構 想 及 び 医 師 確 保
計 画 に 関 す る ワ ー キ ン グ グ ル ー プ

令 和 ６ 年 ３ 月 １ ３ 日

資料１
（一部
改）
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都道府県別･構想区域別の病床機能等の見える化（イメージ）

各都道府県別に表示

各構想区域別に表示

第14回地域医療構想及び医師確保
計画に関するワーキンググループ
令 和 ６ 年 ３ 月 １ ３ 日

資料１
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構想区域別の病床機能等の見える化（イメージ）
第14回地域医療構想及び医師確保
計画に関するワーキンググループ

令 和 ６ 年 ３ 月 １ ３ 日
資料１

43



３．今後の対応方針
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今後の対応方針（案）

○ 地域医療構想については、地域で不足する医療機能の強化、医療機関間での役割分担や連携等を進め、地域の医療ニーズに

応じた医療提供体制を構築するものであり、令和５年３月の改正告示・通知において、都道府県に対して、構想区域ごとの年度

目標の設定、地域医療構想の進捗状況の検証、検証を踏まえて行う必要な対応等により、PDCAサイクルを通じた地域医療構想

の推進を求めている。

○ これまでのPDCAサイクルを通じた取組等により、

・ 構想区域の年度目標について、312区域（+72区域）が設定している（構想区域総数は339区域）

・ 医療機関の対応方針について、「合意･検証済」の割合は医療機関単位で91％ (+31％) 、病床単位で96％ (+20％)と

なっているほか、「合意・検証済」の割合が100％の都道府県は29府県（+24府県）、「合意・検証済」の割合が100％に

満たないものの80％を超える都道府県は13都府県（+2都県）、「合意・検証済」の割合が80％に満たない都道府県は５道

県（▲26県）となっている

・ 地域医療構想調整会議の開催について、構想区域当たり平均4.1回であり、平成29年度以降最も開催実績が多い

など、一定の進捗が認められる。一方で、依然として、年度目標を設定していない構想区域や、対応方針の策定状況が「協

議・検証未開始」となっている医療機関が一定数存在するなど、進捗状況に差が生じている。

○ また、病床数の変化をみると、病床機能計及び高度急性期・急性期・回復期・慢性期それぞれにおいて、2025年の必要量に

近づいており、全体として乖離は縮小するなど、一定の進捗が認められる。一方で、構想区域によっては、依然として必要量と

の大きい乖離が残っている。

※ 病床機能報告の集計結果と将来の病床の必要量は、各構想区域の病床数を機械的に足し合わせたものであり、また、それぞれ計算方法が異なることから、単純に比較するの

ではなく、詳細な分析や検討を行った上で地域医療構想調整会議で協議を行うことが重要。

○ 厚生労働省においては、令和６年３月の通知により2025年に向けて国による積極的な支援を進めているところであり、引き

続き、PDCAサイクルを通じて地域医療構想が推進されるよう、今後も定期的に、構想区域の年度目標、医療機関の対応方針、

地域医療構想調整会議、病床数の変化等の状況について把握・公表するとともに、地域別の病床機能等の見える化、データ分析

支援、好事例の周知等により、都道府県、医療機関等における取組を支援していく。
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89.6
万床

※1

2015年度病床機能報告

合計 119.0万床

89.3
万床

0.1万床増

0.8万床減

1.0万床増

1.2万床減

約0.9万床減

2022年度病床機能報告

合計 119.9万床

88.9
万床

２０２２年度病床機能報告について

合計 125.1万床
2025年見込2022年

76.5
万床

1.2万床減

6.3万床減

6.9万床増

4.6万床減

69.0
万床

68.3
万床

2015年

※1：2022年度病床機能報告において、「2025年7月1日時点における病床の機能の予定」として報告された病床数
※2：対象医療機関数及び報告率が異なることから、年度間比較を行う際は留意が必要

（報告医療機関数/対象医療機関数（報告率） 2015年度病床機能報告：13,885/14,538（95.5％）、2022年度病床機能報告：12,171/12,590（96.7％））
※3：端数処理をしているため、病床数の合計値が合わない場合や、機能ごとの病床数の割合を合計しても100％にならない場合がある
※4：平成25年度(2013年度) のＮＤＢのレセプトデータ 及びＤＰＣデータ、国立社会保障・人口問題研究所『日本の地域別将来推計人口（平成25年(2013年）3月中位推計）』等を
用いて推計

※5：高度急性期のうちICU及びHCUの病床数（*）：18,399床（参考 2021年度病床機能報告：19,645床）
*救命救急入院料1～4、特定集中治療室管理料1～4、ハイケアユニット入院医療管理料1・2のいずれかの届出を行っている届出病床数

※6：病床機能報告の集計結果と将来の病床の必要量は、各構想区域の病床数を機械的に足し合わせたものであり、また、それぞれ計算方法が異なることから、単純に比較
するのではなく、詳細な分析や検討を行った上で地域医療構想調整会議で協議を行うことが重要。

出典：2022年度病床機能報告

地域医療構想における2025年の病床の必要量

（入院受療率や推計人口から算出した2025年の医

療需要に基づく推計（平成28年度末時点））

53.1
万床

合計 119.1万床

※4 ※6（各医療機関が病棟単位で報告） （各医療機関が病棟単位で報告）※6※6

90.6
万床

慢性期

35.5万床 (28%)
慢性期

30.8万床 (26%)

慢性期

29.6万床 (25%)

慢性期

28.4万床 (24%)

回復期

13.0万床 (10%)

回復期

19.9万床 (17%)

回復期

21.0万床 (18%)

回復期

37.5万床 (31%)

急性期

59.6万床 (48%)

急性期

53.3万床（45%）

急性期

52.5万床 (44%)

急性期

40.1万床 (34%)

高度急性期

16.9万床 (14%) 高度急性期

15.7万床 (13%)

高度急性期

15.8万床（13%）

高度急性期

13.0万床 (11%)

第13回地域医療構想及び医師確保
計画に関するワーキンググループ

令 和 ５ 年 １ １ 月 ９ 日
資料１
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医療法第30条の13第５項
都道府県知事は、病床機能報告対象病院等の管理者が第１項若しくは第２項の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をしたときは、期間を定めて、

当該病床機能報告対象病院等の開設者に対し、当該管理者をしてその報告を行わせ、又はその報告の内容を是正させることを命ずることができる。

医療法第92条
第30条の13第５項（中略）の規定による命令に違反した者は、30万円以下の過料に処する。

地域医療構想の進め方について（令和５年３月31日 厚生労働省医政局地域医療計画課長通知）
１．都道府県における地域医療構想の実現に向けたPDCAの取組

（１）年度目標の設定について
（略）

また、病床機能報告の報告率が100％でない場合には、対応方針の策定の前提となる、地域における医療機能の現状と将来の見込みが正確に把握で
きないことから、都道府県は、病床機能報告の対象医療機関であって、未報告である医療機関に対して、病床機能報告を行うよう求めることとし、必
要に応じ、法第30 条の13 第５項に基づき、期間を定めて報告するよう命ずること。また、当該医療機関が、当該命令に従わない場合には、同条第６
項に基づく公表や法第92 条に基づく過料の規定も踏まえ、適切な対応を検討することとする。その際、医療機関ごとの状況を踏まえ、丁寧な対応を心
掛けること。

＜病床機能報告未報告医療機関等への対応について＞

参照条文等①

＜非稼働病棟への対応について①＞

医療法第７条の２第３項
都道府県知事は、第１項各号に掲げる者が開設する病院(療養病床等を有するものに限る。)又は診療所(前条第３項の許可を得て病床を設置するもの

に限る。)の所在地を含む地域(医療計画において定める第30条の４第２項第14号に規定する区域をいう。)における療養病床及び一般病床の数が、同条
第８項の厚生労働省令で定める基準に従い医療計画において定める当該区域の療養病床及び一般病床に係る基準病床数を既に超えている場合において、
当該病院又は診療所が、正当な理由がなく、前条第１項若しくは第２項の許可に係る療養病床等又は同条第３項の許可を受けた病床に係る業務の全部
又は一部を行つていないときは、当該業務を行つていない病床数の範囲内で、当該病院又は診療所の開設者又は管理者に対し、病床数を削減すること
を内容とする許可の変更のための措置をとるべきことを命ずることができる。

医療法第30条の12第１項
第７条の２第３項から第５項までの規定は、医療計画の達成の推進のため特に必要がある場合において、同条第１項各号に掲げる者以外の者が開設

する病院(療養病床又は一般病床を有するものに限る。)又は診療所(第７条第３項の許可を得て病床を設置するものに限る。)について準用する。この
場合において、第７条の２第３項中「命ずる」とあるのは「要請する」と（中略）読み替えるものとする。

第12回地域医療構想及び医師確保
計画に関するワーキンググループ

令 和 ５ 年 ５ 月 2 5 日
資料２
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参照条文等②

＜非稼働病棟への対応について②＞

地域医療構想の進め方について（平成30年２月７日 厚生労働省医政局地域医療計画課長通知）
１．地域医療構想調整会議の進め方について
（１）地域医療構想調整会議の協議事項
イ．病床が全て稼働していない病棟を有する医療機関への対応
（ア）全ての医療機関に関すること

都道府県は、病床機能報告の結果等から、病床が全て稼働していない病棟（過去１年間に一度も入院患者を収容しなかった病床のみで構成される病
棟をいう。以下同じ。）を有する医療機関を把握した場合には、速やかに、当該医療機関に対し、地域医療構想調整会議へ出席し、①病棟を稼働して
いない理由、②当該病棟の今後の運用見通しに関する計画について説明するよう求めること。ただし、病院・病棟を建て替える場合など、事前に地域
医療構想調整会議の協議を経て、病床が全て稼働していない病棟の具体的対応方針を決定していれば、対応を求めなくてもよい。

なお、病床過剰地域において、上述の説明の結果、当該病棟の維持の必要性が乏しいと考えられる病棟を有する医療機関に対しては、都道府県は、
速やかに、医療法第７条の２第３項又は第30条の12第１項に基づき、都道府県医療審議会の意見を聴いて、非稼働の病床数の範囲内で、病床数を削減
することを内容とする許可の変更のための措置を命令（公的医療機関等を対象）又は要請（公的医療機関等以外の医療機関を対象）すること。また、
要請を受けた者が、正当な理由がなく、当該要請に係る措置を講じていない場合には、同法第30条の12第２項に基づき、都道府県医療審議会の意見を
聴いて、当該措置を講ずべきことを勧告すること。さらに、命令または勧告を受けた者が従わなかった場合には、同法第７条の２第７項又は同法第30
条の12第３項に基づき、その旨を公表すること。

地域医療構想の進め方について（令和５年３月31日 厚生労働省医政局地域医療計画課長通知）
１．都道府県における地域医療構想の実現に向けたPDCAの取組

（３）進捗状況の検証を踏まえて講ずるべき必要な対応について
データの特性だけでは説明できない差異が生じている構想区域については、以下の対応を行うこと。

① 非稼働病棟等への対応
対応方針に基づく取組を実施し、データ等に基づく説明を尽くした上で、なお生じている差異として、非稼働病棟や非稼働病床の影響が考えら

れる（※）。
これを踏まえ、非稼働病棟に対しては平成30 年通知の１⑴イに基づく対応を行うこと。その際、非稼働病棟を再稼働しようとする医療機関の計

画については、2025 年が間近に迫っていることを鑑み、当該病棟の再稼働のための医療従事者の確保の具体的な見込み等も含めて地域医療構想調
整会議において詳細な説明を求め、十分に議論すること。

なお、生じている差異の要因の分析及び評価や必要な対応の検討に当たっては、病棟単位では非稼働とはなっていないが、非稼働となっている
病床数の影響や病床稼働率が著しく低い病棟についても、病床機能報告等より把握し（※※）、その影響にも留意する必要がある。
※ 非稼働病棟等の影響について

病床機能報告においては、報告年の7 月１日時点において、休棟中であって医療機能の選択が困難である場合には、今後再開予定か廃止予定か
を報告し、再開予定がある場合には、2025 年時点の医療機能を選択することとしている。よって、報告時点で休棟中の病床も、具体的な再開予定
のある場合には2025 年の見込み量に計上されている。
※※ 病床機能報告において、許可病床数と最大使用病床数を比較し、病棟単位では非稼働とはなっていないが、非稼働となっている病床数を把握

することが可能である。

第12回地域医療構想及び医師確保
計画に関するワーキンググループ

令 和 ５ 年 ５ 月 2 5 日
資料２
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